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１．問題の所在および研究の目的

　2019（令和元）年６月28日「社会福祉士養成過程に

おける教育内容等の見直しについて」（以下，「見直し」

と記す）が厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人

材確保対策室から示された。この「見直し」は，これ

に先立ち2018（平成30）年３月にとりまとめられた，

社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会の報

告書「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士に求

められる役割等について」を踏まえた見直しである。

ここにおいてはじめて社会福祉士の専門職性に対して

「ソーシャルワーク専門職である」と明記され，ソー

シャルワークの担い手として社会福祉士が明確に位置

づけられた。さらに，同年12月26日には「地域共生社

会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関

する検討会，最終とりまとめ」が公表され，ソーシャ

ルワーク専門職には，多様化・複雑化する地域の課題

への対応が求められた。こうして2020年３月６日関連

法令・通知等が発出され，社会福祉士養成の新たな制

度が示された。これにより2021年４月から新カリキュ

ラムによる養成が開始された。今回の見直しは，2007

年の社会福祉士及び介護福祉士法改正以来の大幅な変
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更である。これに伴い，一般社団法人日本ソーシャル

ワーク教育学校連盟（以下，ソ教連と略す）は各種の

調査・研究ならびに提言を行っているところである�１）。

　専門職教育における実習教育の重要性は論を待たな

いところである。新カリキュラムでは「相談援助実習」

が「ソーシャルワーク実習」と科目名を変えた。さら

に学生は２カ所の異なる実習先で学修することが定め

られて，実習時間は従来の180時間以上から240時間以

上（以下，実習時間の表記は「以上」を省略する）となっ

た。この改革のねらいは，地域共生社会の実現に貢献

するソーシャルワーカーの養成とその強化である。し

かし，ここで要請されているソーシャルワーカーの養

成は容易ではない。ソ教連はこの養成のモデルとなる

実習を先行実施し，その有効性や課題を明らかにして

いる�２）。このモデルはこれまでになかった地域共生社

会構築という要請に呼応する標準的実習プログラムを

提示したもので，先駆的かつ有効なモデルとして評価

できる。しかしモデルとなった実習配属先は，社会

福祉協議会や地域包括支援センターなどフィールド・

ソーシャルワークの領域である。ところが，現状の実

習先は，その多くはレジデンシャル・ソーシャルワー

クに分類される施設である。この実習モデルも必要と

されていることは言うまでもない。レジデンシャル・

ソーシャルワークの領域における実習配属先でも，地

域共生社会の実現に資する社会福祉士養成が不可能で

はない。入所型施設においても，利用者を支援するミ

クロの視点が重視されるものの，メゾ，マクロの視点

からも支援が行われている。そこでソ教連は，これま

で中心的に学んできたミクロの視点にくわえて，メゾ・

マクロの視点で諸課題に対応するソーシャルワークを

学ぶためのプラグラム作成と指導を強調している。し

かしこのプログラムの作成は，簡単にできるものでは

ない。このモデルこそ多くの実習先が求めているはず

である。

　実習プログラムは，養成校教員・学生との協議に基

づき，最終的には実習先の実習指導者が責任をもって

作成することになる。従来の実習プラグラムにどの程

度の変更・追加が行われるかは，個々の実習先によっ

て大きく異なるだろう。言い換えればそれは，ミクロ・

メゾ・マクロの視点を，個々の実習先がこれまでどの

程度取り入れられてきたかの差異とも言える。さら

に，実習指導者の業務内容との関連で検討する必要も

ある。実習先指導者の実践や業務は，社会福祉士養成

課程の変更にリンクしているわけではない。むしろ従

来と変わらない業務を遂行しつつ，新カリキュラムの

実習生を受け入れることになる。すると，従来の実習

プラグラムをそのまま使用する事態も予想される。た

だしこれでは，新たな通知等の内容を遵守できない可

能性が生じる。したがって現行プラグラムを見直すこ

とは必然ともいえる。新カリキュラムに対応するため

に，現行の実習プラグラムで，何を残し，何を削除し，

何を追加すべきか，実習指導者は早急に検討して，新

カリキュラムに対応した実習指導体制を整える必要あ

る。

　本稿は現行プラグラムを検討するための一つとのポ

イントとして，ケアワークに焦点をあてる。専門職養

成においてケアワークの学びを，その中心に位置づけ

ているのは，介護福祉士養成である。詳細は後述する

が，社会福祉士実習においてもケアワークの学びが少

なからず取り込まれている。ところがケアワークの導

入は，その存在自体の賛否をはじめ，これまで多く議

論され続けてきた。しかし，なかなか一定の合意が得

られず今に至っている。つまり社会福祉士実習におけ

るケアワークは，重要かつ困難な課題なのである。仮

にケアワークに費やしている指導あるいは時間が，新

カリキュラムにおけるソーシャルワーク実習において

必要がなければ（あるいは削減できるならば），指導

や時間に余裕ができる。つまりその部分（時間）のプ

ログラムを変更することができるのである。言い換え

れば，従来と同じ180時間の実習時間を費やして実施

される実習において，新しいカリキュラムに対応する

ための指導内容や指導時間に充当することができる。
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　このように，従来の相談援助実習において作成され

てきたプログラムに，ある種の変更を加える視点とし

てケアワークを検討することは，有効な方法だと言え

る。本稿は，相談援助実習におけるケアワーク論争を

検討し，ケアワークを新カリキュラムにおいてどう取

り扱うべきかを提示することを目的とする。

２．研究の視点および方法

　厚生労働省から示されている現行の通知�３）と改正

通知�４）を比較すると以下の通りである。現行通知の「教

育に含むべき事項」と改正通知の「教育に含むべき事

項」は，前者が８項目，後者が10項目から構成されて

いる。前者アと後者①はほぼ同じである。同様にイと

③，ウと②，エと④，オと⑤，カと⑨，キと⑧もほぼ

同じ内容となっている。また，クと⑩は類似している

が，⑩では学ぶべき技術の項目が大幅に増えている。

これらの項目については，従来の指導内容を再検討し

つつ活用すべき項目であり，従来とほぼ同じプログラ

ムで対応できるものといえる。本稿はこの部分を検討

するものである。つまり，この部分の変更のためにケ

アワークを検討するのである。ただし④から⑩は，権

利擁護やチームアアプローチや地域を対象とした学び

であり，個人や集団に対するケアワークに関連するも

のではないので検討対象から省く。なおこの中の⑥と

⑦は新たな内容として指示されている。この２項目は

いずれも地域社会を対象とした学びとなっている。し

たがってこれら新規に示された⑥と⑦を指導するため

には，新しい実習内容（プログラム）を構築する必要

がある。さらに⑩においても，増えた分の技術の習得

のための実習内容（プラグラム）を組み込む必要があ

る。以上本稿におけるケアワークのまなびは「教育ふ

くむべき事項」①と②と③の分析と検討となる。

　本稿の研究方法は，2007年以降のソ教連や社会福祉

士会の調査・研究報告書，現行通知にしたがって作成

された相談援助実習ガイドラインなどを用いて，相談

援助実習におけるケアワーク導入の可能性や課題を検

討する。また，相談援助実習におけるケアワークに言

及したいくつかの先行研究も取り上げて検証したい。

さらに，現行制度において実施されている「実習指導

者講習会」のテキストとして使用されている『社会福

祉士実習指導者テキスト第２版』も検討対象とする。

くわえて，新カリキュラムに伴う実習教育に対応して

ソ教連が作成した実習ガイドラインやモデル実習計画

書を用いて，ケアワークのありようを検討したい。

３．倫理的配慮

　本稿は「吉備国際大学研究規範」および「吉備国際

大学における研究活動上の不正行為への対応等に関す

る規程」を遵守して執筆したものである。

４．�相談援助実習におけるケアワークの諸相

（2007年改正の目的と残された課題）

１）法改正の経緯と目的からケアワークをみる

　2007年の社会福祉士及び介護福祉士法改正過程にお

いて，それまでの養成課程に対する評価がおこなわれ

「実践力」を養成し得たかという疑問が提起された。

具体的には2006（平成18）年社会保障審議会福祉部会

から出された「介護福祉士制度及び社会福祉士制度の

在り方に関する意見」（以下「意見」と記す）で「実

習教育について，本来社会福祉士として求められる技

能を修得することが可能となるような実習内容になっ

ていないのではないか」，「実際に行われている実習に

おいては，社会福祉士の業務の関連領域としての位置

づけなく漫然と行われる単なる介護業務の補助や施設

見学にすぎないようなものなど」があったと指摘して

いる。この「意見」を受けて，相談援助実習を担当す

る教員と実習指導者に対する資格が設定・厳格化され

た。実習指導者は，３年以上の実務経験を有する社会

福祉士で，実習指導者研修課程を受講した者となった。
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社団法人日本社会福祉士会（注：法人名は当時のもの）

は，この実習指導者研修課程を，「社会福祉士実習指

導者講習会」として開催している（厚生労働省の委

託事業）。この講習会の教材として『社会福祉士実習

指導者テキスト』を刊行した。なお，現在は2014年に

発行された第２版を使用している。（以下，第２版を，

テキストと記す）本郷らは「この見直しは，実習の質

の担保，教育内容などの標準化をねらいとし，実践力

養成を図る実習教育を目指した改革といえる。」と述

べている�５）。このように，漫然と行われる介護業務の

補助や施設見学などが否定的に指摘されたのである。

　ところで，社会福祉士有資格者が実習指導にあたる

ことになった現行制度において，「意見」で指摘され

た介護業務の補助などのケアワークはどのように変化

したのであろうか。以下に検証したい。

　なお，本論において相談援助実習という表記とは別

に，社会福祉士実習という文言を用いる場合がある。

これは2007年の社会福祉士及び介護福祉士法改正前の

社会福祉援助技術現場実習と改正後の相談援助実習を

総称したものである。また，現場実習や配属実習と表

記する場合は，現行の相談援助実習を意味する。

２）テキストにみるケアワークとその実態

　先述の介護業務や保育などを一般的に「ケアワーク」

と言う。テキストでは「直接処遇」である「介護と保

育と療育と作業等」をケアワークと規定している�６）。

両者は「歴史的にみて我が国の社会福祉実践は，いわ

ゆる入所型施設における施設処遇論として発展してき

た面もあり，直接処遇とソーシャルワーク実践が明確

に峻別されず，渾然一体とした実践であった」という。

さらに利用者のニーズに沿うように人為的に作られた

生活空間という特性を持つレジデンシャル・ソーシャ

ルワークにおいて「実習生にケアワークを体験させる

ことが伝統的に行われてきた」のだが，この現状に対

して「今や，ソーシャルワークは専門の領域としてケ

アワークとは分けてその機能を発揮できることが求め

られている」と指摘している�７）。このようなテキスト

の指摘は，漫然と行われているケアワークの検討をと

おしてソーシャルワークに収斂された実習形態に至っ

ていない現状が続いていることを意味する。このテキ

スト発行よりあと，伊藤が実施した実習生への調査に

よると（ｎ＝321，2017年実施），実習においてケアワー

クを行った学生は81,6%で，実習内容の半分程度以上

をケアワークに割いた学生は60,7%であった�８）。

　テキストは続けてこの問題に対して，①ソーシャル

ワークは独自性を主張できなければならない。②ケア

ワーカーを専門職種の一つとして理解し，ソーシャル

ワークとの連携を理解するように学生を指導しなけれ

ばならない。③ケアワークに必要な技術未修者である

学生に実行させることで，利用者へリスクが降りかか

り，さらにソーシャルワーク学修の時間が短縮され，

素人でもできる実践であると肯定することになり，専

門職の専門性つまり専門職固有の方法も否定すること

になる，と分析・指摘している�９）。

　これに対して，先の伊藤の調査では，少しのケアワー

ク体験をした学生が，それ以外の学生と比較して，自

己評価の点数が高いという結果を示した。そして「ケ

アワークを行うことで行わない場合より対象者理解な

どの個の視点の学びが深められる。そして，ケアワー

クを少しにとどめることで，個の視点の学びだけでな

く，個の視点から学んだことと関連づけて施設・地域

などより俯瞰的な視点の学びも深まる機会も得やすく

なる」�10）と分析・主張している。また，塩田はそも

そも両者を分けることは非現実的だと指摘し「ケア

ワークとの対比がなければ社会福祉士の独自性，専門

性は貫けないのかという問いに行き着く」と述べて，

分離を安易に主張することには否定的である�11）。さら

に塩田は，先行研究等を引用しながら，現行制度（2007

年以降）においてもケアワーク実践に係る課題は「実

習現場で消化しきれないまま存在し，個々の方法で，

実習におけるケアワーク実践の組み込みが継続されて

いる」�12）と指摘している。
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　このようにテキストは，ソーシャルワークとケア

ワークそれぞれの専門性に基づいた指導の必要性と，

技術未修得学生の実体験に伴うリスクについて論じて

いる。先行研究においては，ケアワークの学びがソー

シャルワークの学びに有効であるという主張はある

が，一方では多くの時間がケアワークに充てられてい

る実態や，それが個別に処理されて統一されていない

状況も指摘されていて，課題が多いことは明らかであ

る。

３）実習指導者の主張

　上記のような現状分析に対して，実習を受け入れて

いる職員はどう考え，実践しているのであろうか。

　2009（平成21）年９月社団法人日本社会福祉士会は，

社会福祉士実習を受け入れている職員へアンケート調

査�13）を実施した。その中で今後の「実習の内容につ

いて」の自由回答には以下のような意見が出されてい

る。（全部で25件の回答があったが，そのうち以下の

５件が報告（掲載）されている。〈 〉は勤務先の種別

と勤続年限である。○数字は引用者が付したものであ

る）

　①�実習プログラムの中に「介護」を入れないと，実

習担当者にかなり負担がかってくるように思う

（業務時間のほとんどが実習生にとられてしま

う）。正直なところ，どのような実習プログラム

を立てればよいのか，まだはっきりとしたイメー

ジが湧かない。〈身体障害者療護施設／８年〉

　この意見は，相談業務への負担と実習生への指導自

体への負担軽減のための手段として，ケアワークの一

つである介護の導入を肯定している。

　②�入所施設（障害者支援施設）という性質上，相談

という部分での指導は困難であり，ケアワークが

多くなりがちな部分は否めない。〈指定障害者支

援施設／２年〉

　③�私は現在知的障害者入所施設に勤務しています。

仕事内容はケアワーク中心です。ソーシャルワー

クを体験するべく実習に来られる方にふさわしい

実習プログラムが組めません。自分自身も知的

障害者施設で実習しましたが，ケアワークしか

ないように組み込まれており，ソーシャルワー

クをした覚えも教わった覚えもありません。「実

習生にケアワークをさせてはいけません」と実習

指導者講習で教えを受けたのですが，そもそもケ

アワーク中心の職場に社会福祉士実習を受け入れ

るにはムリがあると思います。理想と現実がこれ

ほど乖離していては社会福祉士制度自体の根幹が

揺らぐと危惧しています。〈知的障害者更生施設 

（入所）／－年〉

　これらの意見は，自身が勤務する職場の実践がケア

ワークを日常的に伴うことを指摘して，実習にケア

ワークを組み込むことの必然性に言及している。また，

実習先種別の適合性自体にも疑義を感じていることが

わかる。

　④�ほとんどの実習生が「現場」に慣れていない。利

用者との波長あわせ，関係づくり等をしっかり

やって，相談支援の実習体制が整うものと思う。

そのためには，ケアワークに費やす時間を重要視

することが実習の成果を高いものにする基本とな

る。実習先の人手不足解消になど考えるのはもっ

ての外であるが，上記の意義を考慮したい。〈そ

の他（知的障害者福祉）／５年〉

　これは，積極的な導入意見と言えよう。しかし，「現

場」とはなにかの検討が必要である。さらに，利用者

との関係づくりについても，関係自体の具体的な学修

内容や人数の検討が必要である。
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　⑤�福祉においてケアワーク中心の実習が多いようで

すが，論外です。ただし，ケアワークの体験その

ものが悪いとは思いません。利用者理解，ニーズ

理解のためには必要な要素です。問題は程度だと

思います。〈特別養護老人ホーム／６年〉

　この意見は，相談援助実習におけるケアワークの必

要性を，学びの側面から具体的に述べたもので，さら

に問題の本質を「程度」に求めていることは，検討に

値する重要な指摘と言える。

　このように，現場の職員は，自身の業務内容や実習

指導の実際に呼応しながら，ケアワーク導入のありよ

うを模索している。そのためケアワークの導入に対す

る考えや実情は，個人の考えにくわえて施設種別によ

る差異が大きい。テキストでいう「介護」や「保育」

実践そのものを言っている場合もある一方で，相談援

助へつながるケアワークの存在やありようを指摘する

意見もある。このため相談援助実習におけるケアワー

クの導入は，統一した様式や方法はなく，実習先指導

者に任せられているのが実情だと言えよう。こうして

実習生が体験するケアワークは（あるいは体験しない

場合もある），学生の希望や意向によるものと言うよ

り，むしろ配属先の事情に大きく左右されているので

はなかろうか。

　そこで次に，相談援助実習におけるケアワークの意

義について検討して，その導入の可否を述べていきた

い。

４）ケアワークの意義と「現場を知る」こと

　以前から社会福祉士実習におけるケアワークに関す

る諸問題を論じている米本は，実習を終えた学生から

「私はソーシャルワークの実習に行ったのに，ケアワー

クばかりの実習だった」という報告を耳にするという。

さらに実習先の職員からは「ソーシャルワークの実習

といっても，まず現場を知ることが大切なので，ケア

ワークを主体に実習を行ってもらう」との意見を多く

聞くと言う。このような現場を知る学びは，先の伊藤

のアンケート回答から言うと，ケアワークの学びと言

える。筆者が非常勤講師として関わっている相談援助

実習の巡回指導時にも，まったく同じことを同じ理由

から主張する実習指導者は非常に多い。米本は「この

問題は実に古くて新しい問題，つまり以前より指摘さ

れながらも，なかなか解決することが困難な問題」だ

と言う。くわえて，特に入所型施設や通所型施設では

療育や介護等のサービスを提供することが多いので，

そこでのソーシャルワーク実習ではケアワークを経験

することが多い，とも分析している�14）。

　では，「ケアワークを通して現場を知る」とは何か，

このことについて米本は以下の３点だという�15）。①そ

こで展開される利用者の生活の日課・規則・リズム等

を知ること。②そこで生活する利用者が何を感じ，思

い，願って生活を送っているかを知ること。③利用者

だけではなく生活現場を共にする職員の動きや喜び・

苦悩を知ること。さらに，学生がケアワークを通して，

生活に参加し現場を知ることは「１人ひとりのニーズ

を把握して個別化を基本的価値とするソーシャルワー

クを実践する上で重要な意味がある」という。そのた

め，ケアワークの存在とその働きを理解し，ソーシャ

ルワークとの連携を知ることが実習では重要となると

いう。つまり「ソーシャルワークとケアワークは切り

離されたものではなく，それぞれの独自性を持ちつつ

も連携することで利用者への支援がより円滑で積極的

に展開される」のであり，学生が利用者へ適切な関わ

り（つまりケアワーク）をするためにも「ソーシャル

ワークの価値や倫理や技法は不可欠であることをしっ

かり理解して実習に臨む必要がある」�16）と結論付け

ている。これは，先述の実習指導者への調査回答⑤と

通ずる主張といえよう。

　ここで確認すべきは，「現場を知る」ために実践さ

れるケアワークを学生が体験する場合，それは誰がど

んな目的で指導するのかという目的論と指導論であ

る。現場を知るために介護や保育や作業や療育を学ぶ
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のならば，それは誰が指導するのか，その学修の目的

は何か，そしてケアワークの対象者はどの程度の人数

なのかなどを検討する必要がる。学びの目的や対象者

や指導者を明確に学生へ伝えることが重要である。こ

のような教示がないと，とりあえず現場に入って利用

者とのかかわりを体験し，未知の事柄を近くにいる職

員に質問することになる。このような経験主義的な指

示と実践を，塩田は「とりあえずの実践」と呼び，そ

の有効性には否定的である�17）。また吉田は，学生が「相

談援助」を意識しながら理解を深める体験が重要だと

指摘する。つまり「実習指導者も実習生と共に，クラ

イエントとコミュニケーションを行うことの目的や

意図を確認する必要」があり，「クライエントとのコ

ミュニケーションは，何らかの目的や意図がなければ

コミュニケーションとは言えない」と主張する�18）。こ

のように，意図的に関与できる技術の修得は，実習生

にとってきわめて重要である。現場に入って可視化さ

れる情報に対して，その意味や意義を見出すことに対

して学生はきわめて脆弱なのである。その情報の意味

や意義を伝える指導が重要である。つまり「現場を知

る」ことの目的や意図を明確にしないまま，学生に介

護や保育を体験させることの教育的効果は低いといえ

る。そしてこの場合，学生はケアワークの修得そのも

のを目的にしてしまう可能性もある。事前の充分な説

明と現場内における的確な指導がないまま，とりあえ

ず現場に入るだけでは，現場を知ることができないの

である。

　くわえて，指導は誰がするかを問う必要があろう。

先述の実習担当者のアンケート回答②と③とも関連す

る。介護福祉士や保育士の有資格者が指導するならば

その専門性を担保することができる。しかし，その場

合でも実体験をともなう指導は極力避ける必要があろ

う。テキストも指摘するように学生は技術未修者なの

である。一方，障害者施設で行われる作業や障害児施

設で行われる療育については，その専門性に対応する

明確な資格がなく，資格取得者の条件が曖昧である。

そのため，先述の実習指導者の自由回答のとおり，社

会福祉士の資格を持つ職員も作業や療育を担当する。

同様に障害者入所事業や生活介護事業における介護な

ども，介護福祉士の有資格者の配置基準はない。その

ため，社会福祉士の有資格者が担う場合が少なくな

い。だがこれをソーシャルワークの学びとして教育

（実習指導）することには相当無理がある。実習指導

者が実践していることのすべてを実習で指導する必要

はない。さらにいえば，ケアワーク業務を社会福祉士

である実習指導者が実質的に担っているとしても，実

践していることと，その実践（ケアワーク）の専門性

が担保されていることは違う。実習指導者が介護福祉

士や保育士の有資格者である場合を除き，多くの場合

資格が伴わない実践が行われている。吉田の指摘によ

ると，このような実践は「従事者の自助努力あるいは

自己研鑚に委ねられている」�19）のだと言う。経験則

を否定するつもりはないが，自身の実践を明確に理論

化し言語化して学生に伝えられなければならない。つ

まり，資格や研修等に裏付けられていないケアワーク

実践を，学生に指導することには，多くの課題があり，

慎重に取り扱うべき事象ともいえよう。さらに学修対

象についても検討を要する。それは人数や回数も含め

た検討になる。これについては後に述べる。

　以上，ケアワーク実践を伴いつつ現場を知ることの

意義を確認しつつ，その学修には明確な目的論と指導

論の裏付けを要することを明らかにした。次にその方

法や手段おびその根拠を明らかにしたい。

５）通知・ガイドラインにおけるケアワーク

　文科省・厚労省通知�20）（以下，現行通知と記す）に

は相談援助実習の「ねらい」と「教育に含むべき事項」

が示されている。この現行通知内容を確実に実習にお

いて学修するために2013年にソ教連（当時は，一般社

団法人日本社会福祉士養成校協会）から「相談援助実

習ガイドライン」が公表された。このガイドラインは，

先述の現行通知「ねらい」「教育に含むべき事項」に
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対応して，「中項目」「小項目」「想定される実習内容」

が示され，指導の標準化と学生が獲得・達成すべき水

準を明らかにした。ここにおいてケアワークがどのよ

うに位置づけられているのか検証したい。

　現行通知の「ねらい」「教育に含むべき事項」にケ

アワークという記述はない。そこで，テキストの定義

に基づいて，ケアワークとの関連を探ると「ア」と「ウ」

である。（これらの記号は，いずれも現行通知および

ガイドライン内に振られているものである）

　ア�　利用者やその関係者，施設・事業者・機関・団

体等の職員，地域住民やボランティア等との基本

的なコミュニケーションや人との付き合い方など

の円滑な人間関係の形成

　ウ�　利用者やその関係者（家族・親族・友人等）と

の援助関係の形成

　これに対応して，ガイドライン小項目は以下のよう

な記述になっている。

　ア-（２）-①

　�自分の関わりやすい人だけではなく，不特定の人と

関わることができる

　ウ-（７）-③

　�利用者との多様な場面（遊び，作業，ケア，地域支

援など）を通して援助関係形成を意識して関わるこ

とができる。

　さらに，想定される実習内容は以下のように記述さ

れている。

　ア-（２）-①-②

　�不特定の利用者と会話をしたり寄り添ったりするな

ど，その人に合った関係形成の方法を学ぶ

　ウ-（７）-③-②

　�利用者と直接話をする。利用者に寄り添う。利用者

と同じ時間を過ごす。利用者と一緒に作業をする。

利用者と一緒に遊ぶ。居室や自宅を訪問する。（以

下省略）

　このように，不特定の利用者と人間関係を形成する

ことが目標となっている。たとえば児童養護施設で暮

らす児童・生徒と遊ぶ�21），就労継続支援Ｂ型事業所で

利用者と一緒に作業する，高齢者施設で利用者と話し

をする，などの実習内容になるだろう。ただし，利用

者との関わりそれ自体を目的としていない。人間関係

の形成そのもの，あるいは援助関係の形成を意識して

関わることが目的である。しかも援助関係はソーシャ

ルワーカーとしての援助関係である。つまりケアワー

クそのものが目的にはなっていない。とりあえず現場

に出て，ケアワークを体験しなければ利用者を理解す

ることができない，という方法論は正論とは言えない。

　実際の実習において，このアとウがどの程度実施さ

れているのか，検証したい。

　2009年社会福祉士会が実施した調査（総数827人）�22）

では，実習指導者講習会を受講した実習指導者を対象

に，現行通知の内容がどの程度実習に取り込めたか

を問うている。これによるとアは84.3%でウは82.8%で

あった。一方ソーシャルワーク実習の範疇に入る「イ，

利用者理解とその需要の把握及び支援計画の作成」は

84.5％であった。また，2020年１月ソ教連が実施した

「社会福祉士養成教育に関する実態及び意向を把握す

るための調査」における実習指導者を対象した調査

（460人）�23）では，アとウを実習内容に取り組んでい

るのは，76.6%と80.0%で，イは83.5%であった。この

ようにケアワークが伴う可能性が高いア，ウと，ソー

シャルワークの学びであるイとの間には大きな違いは

なかった。むしろイの実施のほうが高い値である。ア

とウが高い値を示したことは，「現場を知る」ための

ケアワークの指導が多く行われている実態の一端を明

らかにしているともいえよう。また一方で個別支援計

画を作成するソーシャルワークの実践も同様に高い値
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を示している。しかし，いずれも180時間の実習時間

を，それぞれア・イ・ウにどの程度費やしたのか，そ

の実態は明らかではない。筆者が2020年度に非常勤講

師として巡回指導で関わった障害者施設では，最終日

とその前日の２日間を費やして，ある利用者の個別支

援計画書を学生に開示して，その内容を読み込ませる

だけでイの学修を消化したことになった�24）。このよう

に，現行通知が指示しても，それを実習プログラムに

どの程度組み入れて指導するかは，実習指導者に委ね

られている。ケアワーク学修自体の法的根拠があると

しても，先述の実習指導者へのアンケート回答⑤でも

述べられているように「程度」の問題を充分に検討す

る必要がある。

６）実習プログラムモデルに示されたケアワーク

　テキストには「代表的な実習種別における相談援助

実習プラグラムモデル」（以下，「モデル」と記す）が

示されている。この「モデル」は，「意見」において

指示された「典型的な実習モデルを提示できるよう研

究を進めていくべきである」に呼応して作成されたも

のである。ガイドラインの内容を実習種別ごとに反映

させた詳細な実習プラグラムだといえる。この「モデ

ル」に示されたフィールド・ソーシャルワーク系７種

類の実習機関では，「ケアワーク」の実行がともなう

実習内容の記載はない。一方レジデンシャル・ソーシャ

ルワーク系４種類の「モデル」にはケアワークに関連

する記述がある。特別養護老人ホームの「モデル」には，

職場実習段階の学びとして「利用者との交流（昼食や

余暇時間を共に過ごす）」という内容がある。児童養

護施設の「モデル」では，職場実習段階に「入所児童

の特徴をふまえたコミュニケーションをとる」と記述

されている。さらに障害者支援施設の「モデル」では

職種実習でボランティア活動について知る経験として

「施設でのボランティア活動の見学および体験をする」

と記述されている。ただし，この体験がケアワークを

含むかどうかは明らかではない。最後に老人デイサー

ビスセンターの「モデル」には，明確に「ケアワーク」

がともなう記述がある。職場実習の内容に「介護・看

護・機能訓練の業務内容の説明を受け，可能な限り実

体験する」と明記されている。くわえて特別養護老人

ホーム同様利用者の概要を知る経験として「交流や観

察をとおして接し方を学ぶ」と記されている。このよ

うに「モデル」で明確にケアワークをともなう学修モ

デルが示されているのは，老人デイサービスセンター

のプラグラムのみである。つまりテキストを参照にし

つつ実習プログラムを組み立てると，ケアワークを実

体験することはほとんどないのである。しかし，多く

の時間がケアワークだったという学生がいることから

推測すると，このプログラムが活かされていないので

はなかろうか。筆者が巡回指導を担当した先述の障害

者施設では，ほぼすべての実践（学修）がケアワーク

であった。しかも当初の実習プラグラム（日程表のみ

であった�25））には，ケーススタディおよび支援計画の

学修が組み込まれていなかった。そのため，巡回時に

現行通知の内容を実習指導者に口頭で伝え（実習依頼

時に送付した実習教育マニュアルには現行通知を明記

している），支援計画の作成に関する指導を依頼した。

一方本学の相談援助実習では，事前（依頼時）に実習

指導者との綿密な調整を行っているので，ケアワーク

が伴う実践は，ケーススタディにおける実践（三段階

実習のソーシャルワーク実習）に限定している。その

ため，現場を知るためだけの手段としての介護や作業

の実体験は皆無である。（ただし老人デイサービスセ

ンターでの実習では，職場実習や職種実習段階で，利

用者へのケアワークが組み込まれた例はある）ケア

ワークの学修は，ケーススタディ対象者を理解するた

めの手段として必要に応じて組み入れている。くわえ

て，保育や療育がともなう実習先には，原則配属して

いない。ただし，「現場を知る」ことは必要であるので，

それは見学・観察および担当者からの説明・解説で済

ませている。したがって多くの時間や日数を現場を知

ることだけに費やすことはない。さらに，可能な限り
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事前訪問や当該実習先へのボランティア体験をとおし

て現場を知るための体験をしている。

　このように，「モデル」を活用した場合，ケアワー

クが伴う学びはきわめて少なくなるはずだが，これま

で論じてきたように，異なる現実がある。これをどの

ように解釈すべきであろうか。「モデル」が，実施可

能な実習内容と乖離しているのだろうか。それとも，

実習指導者が現行通知やガイドラインに添わない実習

内容を独自に設定することで乖離が生じるのであろう

か。いずれにしても，新カリキュラムに添ったガイド

ラインを作成しても，同様な事態が生じる可能性を否

定出来ない。だとすると，見直すべき事項を具体的に

示す（検討する）必要がある。このため本稿は，具体

的な事項としてケアワークを検討しているのである。

５．新カリキュラムにおけるケアワークの検討

１）ケアワーク学修の法的根拠　

　改訂された通知�26）の「ねらい」と「教育に含まれ

るべき事項」をとおして，介護や作業や療育や保育な

ど直接処遇（ケアワーク）を行う方法と手段およびそ

の法的根拠を明らかにしたい。

　「ねらい」は，①から⑤まで提示されている。この

中で，直接処遇の教育に深く関わるのは，①②③とい

える。具体的には以下の通りである。

　①�ソーシャルワークの実践に必要な各科目の知識と

技術を統合し，社会福祉士としての価値と倫理に

基づく支援を行うための実践力を養う。

　②�支援を必要とする人や地域の状況を理解し，その

生活上の課題（ニーズ）について把握する。

　③�生活上の課題（ニーズ）に対応するため，支援

を必要とする人の内的資源やフォーマル・イン

フォーマルな社会資源を活用した支援計画の作

成，実施及び評価を行う。

　さらに「教育に含むべき事項」（以下，「事項」と記

述する）は①から⑩まで示されているが，直接処遇に

関わりがあるのは，①②③といえる。具体的には以下

の通りである。

　①�利用者やその関係者（家族・親族，友人等），施設・

事業者・機関・団体，住民やボランティア等との

基本的なコミュニケーションや円滑な人間関係の

形成

　②�利用者やその関係者（家族・親族，友人等）との

援助関係の形成

　③�利用者や地域の状況を理解し，その生活上の課題

（ニーズ）の把握，支援計画の作成と実施及び評

価

　上記６つの指示について，直接処遇であるケアワー

クとの関連を検討してみたい。

　「ねらい」①は実践力の獲得を指示している。しか

もそれはケアワークではなくソーシャルワークの実践

力である。ただし，ソーシャルワーク実践の学修には，

ケアワークの学修が有効だとしたら，その検討も必要

である。

　「ねらい」②と③では，支援を必要とする人を理解

し（地域の状況を理解するなどの検討は省く）生活上

の課題（ニーズ）を把握して，支援計画の作成及び実

施と評価を学ぶことになる。「事項」では②と③が対

応している。ここでいう支援を必要とする人を理解す

るためには，対象者の属性や生活歴・既往歴などを理

解するとともに，対象者の今を把握する必要があろう。

この「今」の把握には，ケアワークである介護や保育，

あるいは作業などの実践（活動）が重要な要素となる。

つまり直接処遇による実践を通して得る情報である。

このような実践を通した学びは，「事項」②で指示さ

れる，利用者との援助関係の形成に有効である。こう

して利用者の生活課題を把握しつつ支援計画を作成し

て，実施して評価を行うという一連の学びが成立する。
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ここでいう支援計画は，個別支援の計画と地域を包摂

する支援計画がある。多くの学生は，実習先の種別か

ら個別支援計画の作成となろう。つまり，施設利用者

（入所・通所を含む）の中からケース対象者を定めて，

その者の理解を進めつつ課題を把握して個別支援計画

を作成し実施・評価する学修内容になる。アセスメン

トやプラニング，介入や評価の過程を，ケーススタディ

により学ぶのである。この学修過程の手段として，ケ

アワークを取り入れることは重要である。そして，個

別支援計画の学びの過程で，ミクロ・メゾ・マクロの

支援を学び，地域を包括した支援計画の視点やその意

義を学び，その方法を獲得することになる。

　次に「事項」①について考察したい。①は利用者と

の基本的なコミュニケーションや円滑な人間関係の形

成が指示されている。（利用者以外に対する考察は省

略する）このために直接処遇を実践する方法は有効で

あろう。利用者とのコミュニケーションや円滑な人間

関係の形成のために「現場に入る」ことが必要である。

そしてこの「現場」で生活・作業する利用者を観察し

たり，あるいはコミュニケーションをとることになる。

しかし，全員を対象にして実践する必要はない。つま

り，時間をかけて総ての利用者の情報を取得したり，

作業工程自体を学生が修得する必要はない。このこと

は，先述の実習を受け入れている職員へのアンケート

調査自由回答⑤の職員が主張する「程度」につながる。

これについては，後に詳細を分析する。くわえて「基

本的な」を，そこ（現場）にいる利用者と挨拶をした

り，自己紹介をするなどの実践だと解釈し，そこにい

る利用者全員を対象にする必要もない。それらはボラ

ンティア活動や施設見学でも可能である。つまりこの

程度の活動は「基本的な」ではない。「基本的な」は，「学

修」の範疇でなければならないのである。ではこの場

合の学修とは何か。それは専門的な関わりによって獲

得する人間関係の形成だといえよう。人間関係の形成

を，学生がそれまで獲得しているスキルや非専門的な

日常的実践に依存してはならない。改訂された通知に

よりあえて「ねらい」や「事項」に明示している内容

は，専門職による特別の指導・教育によって獲得され

るものなのである。つまり，「ねらい」「事項」に示さ

れる学修内容に依拠したケアワークでなければ，法的

根拠はないのである。

２）ガイドラインからケアワークを検証する

　これまで確認してきた「ねらい」と「事項」を，実

習内容に具現化するための参考として，ソ教連は現行

ガイドラインを見直し，新カリキュラムに対応した

「ソーシャルワーク実習教育内容・実習評価ガイドラ

イン」�27）（以下，新ガイドラインと記す）を作成し公

表している。新ガイドラインでは，「事項」ごとに「教

育目標」を示している。さらにこの「教育目標」は「達

成目標」と「行動目標」に細分化されている。「達成

目標」は（１）から（19）まであり，これをさらに細

分化した「行動目標」が３～６ずつ総計81に及んでい

る。さらにこれらの目標は，現行ガイドラインで多く

使用されている「理解する」という概念的言葉を避け，

測定可能なブルーム・タキソノミーの認知過程次元の

カテゴリーを参考にして，態度・習慣の領域では「行う」

「尋ねる」「示す」「見せる」，技能の領域では「実施す

る」「創造する」「操作する」「調べる」などの表現になっ

ている。これらが実習プラグラムに具体的に活かされ

たなら，学生が自身の学びを具体的にイメージしたり，

実践したりすることがこれまでより容易になり，かつ

実習評価の有効性にも寄与することが期待される。

　この新ガイドラインにおいてケアワークに対応する

項目を検討したい。

　「事項」①の達成目標は「（１）クライエント等と人

間関係を形成するための基本的なコミュニケーション

をとることができる」となっている。さらにこれに対

応して行動目標は「①～略～その人や状況に合わせて

挨拶や自己紹介，声掛けを行うことができる」「②～

略～その人や状況に合わせて言語コミュニケーション

と非言語コミュニケーションを使い分けることができ
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る」となっている（このほか，③④⑤も示されている

が，直接処遇に関連する学びではないので省略する。

以下も同様に筆者の判断で検討を省略しているものが

多数ある）この行動目標は，先述のように，学生がそ

れまで備えている一般的な挨拶であるはずがない。職

員の専門的な関わりとそれを明確に教育するスーパー

ビジョンの実施が不可欠といえる。したがって「とり

あえず現場に出て，挨拶や自己紹介，声掛けなどをし

ながら，利用者とコミュニケーションをとってみる」

などの実習内容にはならない。実習指導者は自身の専

門性に基づいた実践を学生に開示して，必要に応じて

学生にも実践させて，その実践を振り返るという指導

が必要になる。先の吉田が指摘するように，意識的に

実践することを指導者は示し，学生はそれを学ぶ必要

がある。新ガイドラインとともに提示されている「モ

デル実習計画書」には，この実践は「専門的なコミュ

ニケーションの力を指します」と明記されている�28）。

　次に「事項」②の援助関係の形成については，達成

目標（２）と（３）が対応している。（２）では「ク

ライエント等との援助関係を形成することができる」

が達成目標となっている。これに対応した行動目標は

４つあり，その中の②では「クライエント等に対して

実習生としての立場や役割を理解できるよう説明する

ことができる」③は「クライエント等と対話の場面で

傾聴の姿勢（視線を合わせる，身体言語や声の質に配

慮する，言語的追跡をする等）を相手に示し，コミュ

ニケーションをとることができる」となっている。④

は「実習指導者や職員がクライエントとの問題解決に

向けた信頼関係を構築する場面を観察し，重要な点を

説明することができる」となっている。くわえて①で

も「信頼関係（ラポール）を構築する際の留意点や方

法を説明することができる」となっている。これらを

総合的にみると，いずれも実習指導者（社会福祉士）

が専門職として実践している取り組みを学ぶことを示

唆しているもので，学生が自身の意思のみで実践する

ものではないことは明らかである。先述のモデル計画

書においても「直接のコミュニケーションをとおして，

クライエントやその関係者と理解し合い，問題解決に

向けて協働できる関係づくりをする力」を養うことだ

と説明している。これを読むと，意識的，専門的にク

ライエントとの関係を構築することはいうまでもない

が，だからといってすべて（あるいは多く）のクライ

エントや関係者と協働できる関係を構築することを想

定しているとは思えない。それは非現実的である。実

際にはケーススタディにおいて学ぶことになろう。

　「事項」②の達成目標（３）は「クライエントの権

利擁護及びエンパワメントを含む実践を行い，評価す

ることができる」となっている。また「事項」③に対

応する達成目標（４）は「クライエント，グループ，

地域住民等のアセスメントを実施し，ニーズを明確に

することができる」となっている。これらの学修過程

でケアワークがともなう実践を行っても，それはソー

シャルワークの学びの手段であり，目的とはならない。

　上記の検証でも明らかだが，ケアワークを主軸にし

て実習を展開するのではなく，すべてソーシャルワー

クの学びを補う手段であり，ケアワーク自体に多くの

時間を費やすべきではないことは明らかといえよう。

さらに重要なことは，先の実習指導者への調査の自由

回答に記述されていた「程度」なのである。

　

３）ケアワークの「程度」

　これまでの分析・論考からも明らかなように，現場

を知るためのケアワークに多くの時間を費やす必要は

ない。これに必要な体験は，事前のボランティア活動

や施設訪問・施設見学において実施すべきであろう。

この種の体験は，必要に応じて養成校や実習受け入れ

施設・機関が学生に課すべきであろう。養成校は，正

規の科目（養成校が独自に設定した科目など）に繰り

入れる場合もあろう。あるいは学生の自主活動として，

体験を学生に委ねるケースもあろう。ただしこの場合

は，その体験内容を教員が確認・検討して，その後の

学修につなげる教育が重要である。そのためには，相
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談援助実習指導あるいは相談援助演習（新カリキュラ

ムではソーシャルワーク実習指導，ソーシャルワーク

演習）の履修要件とすることが有効である。いずれに

しても，「現場」で生活・作業する利用者全員との援

助関係形成を目標にすると，必然的に多くの時間を要

するか，あるいは専門性を伴わない日常的な関係形成

しか達成できない。このことを否定するのではないが，

この時間の確保のために本来の学びの時間が減少する

のであれば，本末転倒といわざるを得ない。

　ただし「施設を利用する全員との信頼関係の構築は

必要」という反論もあろう。たしかにそうであり，実

習指導者はその立場にいる。だが実習指導者の実践を

模倣することが実習だとしても，学生の学修時間は有

限である。くわえて学生は初任者（新採用）研修（あ

るいは指導）を受ける職員ではない。つまり実習先に

勤務するのではない。したがって，利用者全員の情報

を早急に把握して，それぞれの利用者の特性あるいは

性格にそった支援が実践できるようOJTを行う初任者

研修とは異なる�29）。必要以上の情報（量）は，むしろ

個人情報保護のために学生に対して過度の負担をかけ

ることにもなる。ケアワークを伴うソーシャルワーク

の学びの対象者数は，少人数で充分なのである。ケー

ススタディ対象者に限定しても良いとも思える。

６．結論

　これまで検証したように，本稿はケアワークそのも

のを否定するものではない。しかし，実習指導者の負

担を軽減するためであったり，相談業務を教えるだけ

では180時間の確保が無理だからケアワークを導入す

る，などの理由には大いに疑問を感じる。また「現場

を知る」こと自体を軽視するつもりはない。ただし，

それがボランティア活動に組み込むことができるので

あれば，相談援助実習に組み入れる必要はない。ボラ

ンティア活動でもできる「現場を知る」実践や，目的

や手段を明確に指導しない「とりあえずの実践」は，

きわめて教育効果が低い。相談援助実習において，こ

のような教育効果が低い指導に充てていた時間を，地

域共生社会へ寄与する人材養成の時間に充てるべきで

あろう。個々の実習指導者が自己検証を行い，養成校

教員および学生との連携をこれまで以上に密にして，

実習指導内容（プラグラム）の見直しに際して，ケア

ワークを対象にすべきである。

　先述のモデル実習計画書は，改訂された通知の「ね

らい」「事項」に添った実習計画を作成するような形

式になっている。しかも各項目ごとに，実習施設・機

関の指導方法・評価方法と実施担当者の氏名を記入す

ることになっている。つまり，計画書作成時に，学生

や養成校教員と実習指導者が綿密に連携することが必

要な書式になっているのである。このため今後の実習

では，学生が作成した実習計画一つひとつが実習プラ

グラムに反映されるようになるだろう。このモデル実

習計画書を多くの養成校が活用することを期待すると

ころである。これまでと同じ実習先に依頼する場合で

も，従来の実習を見直して，新しいカリキュラムに対

応したものに作り変える必要がある。その過程でこれ

まで行われてきたケアワークをターゲットにすること

は，きわめて有効な見直し方法の一つなのである。

　改訂された通知に示されている「ねらい」「事項」

をつつがなく遂行することは，ソーシャルワーク実習

を受け入れる施設・機関の責務である。言い換えれば，

学生にはソーシャルワークを学ぶ権利がある。学生は，

ソーシャルワーク実践を明確に意識しながら学びを進

め，教員と実習指導者はその学びを保障しなければな

らない。新カリキュラムに対応した「ねらい」「事項」

が示され，呼応した新ガイドラインが作成・提示され

ても，それ自体で配属実習が充実するわけではない。

これまで以上に，改訂された通知内容を熟知すること

でコンプライアンス意識を高めて，実習指導者と養成

校教員および実習学生が協働できる体制をつくりあげ

る必要がある。さらにその体制の中で，本稿で指摘し

たケアワークの検証をすることこそが，新しくスター
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トする実習の充実に不可欠な取り組みといえよう。

注

１）�一例をあげれば，以下の報告書などである。日本ソーシャルワーク教育学校連盟編「社会福祉士養成課程の見直し
を踏まえた実習教育内容及び教育体制等に関する調査研究事業　実施報告書」厚生労働省令和元年度生活困窮者就
労準備支援事業費等補助金社会福祉推進事業，2020。この報告書には，「ソーシャルワーク実習指導・実習ガイドラ
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生として実習をおこない（2007年法改正後の実習），卒業後この施設に勤務している現職員は，自身の実習でも個別
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